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表紙

証券コード 6190
　

第22 期
定時株主総会
招 集 ご 通 知
　
開 催 日 時

2023年６月27日（火曜日）午後１時

開 催 場 所

（受付開始：午後０時30分）

広島県広島市東区二葉の里三丁目５番７号
GRANODE広島３階
TKPガーデンシティPREMIUM広島駅北口
ホール3B
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

決 議 事 項

第 １号 議 案 取締役５名選任の件
第 ２号 議 案 監査役２名選任の件
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招集ご通知

証券コード　6190
（発送日）2023年６月12日

（電子提供措置開始日）2023年６月６日
株　主　各　位

広 島 県 東 広 島 市 鏡 山 三 丁 目 ４ 番 １ 号
株 式 会 社 　 フ ェ ニ ッ ク ス バ イ オ
代 表 取 締 役 社 長 　 島 田 　 卓

【当社ウェブサイト】https://phoenixbio.co.jp
（上記ウェブサイトにアクセスしていただき、メニューより

「IR情報」「株式について」「株主総会」を順に選択いただき、
ご確認ください。）

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】https://d.sokai.jp/6190/teiji/

第22期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第22期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供
措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイ
トにアクセスの上、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　なお、当日ご出席されない場合は、書面（郵送）によって議決権を行使することができますので、お手数なが
ら株主総会参考書類をご検討のうえ、本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否
をご表示いただき、2023年６月26日（月曜日）午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申
しあげます。

敬　具
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招集ご通知

１．日 時 2023年６月27日（火曜日）午後１時　  （午後０時30分より受付を開始いたします。）
２．場 所 広島県広島市東区二葉の里三丁目５番７号　GRANODE広島３階

TKPガーデンシティPREMIUM広島駅北口　ホール３B
（会場が前回と異なっておりますので、末尾の株主総会会場ご案内図をご参照いただき、

お間違えのないようにご注意ください。）
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第22期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報告、連結計算書類並び
に会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第22期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案 取締役５名選任の件
第２号議案 監査役２名選任の件

記

以　上
◎　当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげま

す。
◎　議決権行使書において、各議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱

いいたします。
◎　電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その旨、修正

前及び修正後の事項を掲載いたします。
◎　当日ご出席される株主様におかれましては、当日の健康状態に十分ご留意いただき、くれぐれもご無理をな

さらないようお願いいたします。
◎　今後の状況により、株主総会の運営等に大きな変更が生じる場合は、当社ウェブサイト（アドレス　

https://phoenixbio.co.jp）にてお知らせいたします。
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議決権行使についてのご案内

株主総会にご出席される場合 書面（郵送）で議決権を行使される場合

2023年 6 月27日（火曜日）
午後 1 時
（受付開始:午後0時30分）

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
ください。

日時

　

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否を
ご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。
（下記の行使期限までに到着するよう
ご返送ください）

行使期限 2023 年 6 月 26 日（月曜日）午後5時到着分まで

議決権行使についてのご案内
議決権は、以下の２つの方法により行使いただくことができます。

議決権行使書のご記入方法

第１、２号議案について
全員賛成の場合 →賛 に○印
全員反対の場合 →否 に○印
一 部 候 補 者 に
反 対 の 場 合

→賛 に○印をし、反対する候補者
番号を下の空欄に記入

議 決 権 行 使 書
御中

　○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○

1. ○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○

3.

4.

○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○

2.
議 決 権 の 数
　　　　　　　　個

○年○月○日

株式会社○○○○

株式会社○○○○

○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○

※議決権行使書はイメージです。
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取締役選任議案

第1号議案 取締役５名選任の件

候補者番号 氏　名 当社における地位

1 く ら

藏
も と

本
 

　
け ん

健
じ

二 代表取締役会長 再 任
　

2 し ま

島
だ

田
 

　
 

　
たかし

卓 代表取締役社長 再 任
　

3 た

田
む ら

村
 

　
や す

康
ひ ろ

弘 専務取締役管理部長 再 任
　

4 むかい

向
だ に

谷
 

　
ち

知
せ

世 取締役研究開発部長
兼生産部長 再 任

　

５ ふ じ

藤
い

井
 

　
よ し

義
の り

則 社外取締役 再 任 社 外 独 立
　

再 任
　
再任取締役候補者 新 任

　
新任取締役候補者 社 外

　
社外取締役候補者 独 立

　
証券取引所の定めに基づく独立役員

株主総会参考書類

　取締役全員（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、取締役５名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

4



2023/05/30 11:06:30 / 22950096_株式会社フェニックスバイオ_招集通知_電子提供措置用

取締役選任議案

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

再 任

1
　

くら

藏
 

 
もと

本
 

 
 

 
 

 
 

 
けん

健
 

 
じ

二
(1956年６月７日生)

    1981年    4 月 株式会社トーメン（現　豊田通商株式会社）入社
    1995年    4 月 三和澱粉工業株式会社入社　経営企画室長
    2004年    9 月 株式会社特殊免疫研究所　代表取締役社長
    2005年    11月 当社代表取締役社長
    2006年    9 月 株式会社特殊免疫研究所　取締役
    2012年    6 月 PhoenixBio USA Corporation Chairman
    2018年    6 月 当社代表取締役会長（現任）

35,200株

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

再 任

2
　

しま

島
 

 
だ

田
 

 
 

 
 

 
 

 
 

　
 

 
たかし

卓
(1959年５月29日生)

    1984年    4 月 明治製菓株式会社（現　株式会社明治）入社
    1988年    2 月 株式会社特殊免疫研究所入社
    1995年    9 月 同社取締役管理部長
    2002年    3 月 株式会社エピフェニックス設立（現　当社）代表取締役社

長
    2003年    3 月 当社取締役副社長
    2005年    11月 当社経営企画室長
    2006年    6 月 当社取締役経営企画室長
    2007年    6 月 当社取締役副社長経営企画室長
    2007年    11月 当社取締役副社長営業企画部長
    2012年    6 月 PhoenixBio USA Corporation President,CEO
    2014年    3 月 当社取締役副社長営業部長
    2014年    7 月 当社取締役副社長
    2017年    12月 KMT Hepatech,Inc. Chairman（現任）
    2018年    6 月 当社代表取締役社長（現任）
    2018年    6 月 PhoenixBio USA Corporation Chairman（現任）

36,200株

（重要な兼職の状況）
PhoenixBio USA Corporation Chairman
KMT Hepatech,Inc. Chairman
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取締役選任議案

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

再 任

3
　

た

田
 

 
むら

村
 

 
 

 
 

 
 

 
やす

康
 

 
ひろ

弘
(1957年２月８日生)

    1981年    4 月 サントリーフーズ株式会社入社
    1985年    8 月 中国東映ビデオ販売株式会社入社
    1997年    10月 株式会社井筒屋入社
    2001年    8 月 同社取締役管理部長
    2004年    4 月 当社管理部長
    2005年    6 月 当社取締役管理部長
    2005年    11月 当社管理部長
    2006年    6 月 当社取締役管理部長
    2007年    6 月 当社常務取締役管理部長
    2010年    6 月 PhoenixBio USA Corporation CFO（現任）
    2014年    6 月 当社専務取締役管理部長（現任）
    2017年    12月 KMT Hepatech,Inc. CFO（現任）

19,200株

（重要な兼職の状況）
PhoenixBio USA Corporation CFO
KMT Hepatech,Inc. CFO

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

再 任

4
　

むかい

向
 

 
だに

谷
 

 
 

 
 

 
 

 
ち

知
 

 
せ

世
(1961年12月25日生)

    1984年    4 月 住友化学工業株式会社（現　住友化学株式会社）入社
    1993年    4 月 科学技術振興事業団　吉里再生機構プロジェクト　研究員
    1997年    12月 科学技術振興事業団　広島県組織再生プロジェクト　主任

研究員
    2002年    11月 文部科学省知的クラスター創生事業　吉里プロジェクト　

主任研究員
    2004年    4 月 広島大学肝臓プロジェクト研究センター　研究員
    2007年    4 月 当社研究開発部長
    2007年    6 月 当社取締役生産部長兼試験研究部長兼研究開発部長
    2007年    11月 当社取締役ＰＸＢ部長兼Ｒ＆Ｄ部長
    2009年    6 月 当社取締役生産部長兼研究開発部長
    2012年    6 月 PhoenixBio USA Corporation Chief Scientific Officer
    2014年    6 月 当社常務取締役生産部長兼研究開発部長
    2016年    7 月 当社常務取締役研究開発部長

2022年    4 月 当社常務取締役研究開発部長兼生産部長
2022年    6 月 当社取締役研究開発部長兼生産部長（現任）

15,600株
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取締役選任議案

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

再 任

社 外

独 立

５

　

ふじ

藤
 

 
い

井
 

 
 

 
 

 
 

 
よし

義
 

 
のり

則
(1970年10月２日生)

    1994年    10月 朝日監査法人（現　有限責任 あずさ監査法人）広島事務所
入所

    1998年    4 月 公認会計士登録
    2006年    7 月 公認会計士藤井義則事務所（現　ビズリンク公認会計士共

同事務所）開設（現任）
    2006年    9 月 税理士登録
    2008年    7 月 ビズリンク・アドバイザリー株式会社　代表取締役（現

任）
    2015年    5 月 株式会社ハローズ　社外取締役（現任）
    2016年    6 月 当社社外取締役（現任）

－

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．藤井義則氏は社外取締役候補者であります。同氏を社外取締役候補者とした理由及び期待される役割

の概要は、公認会計士及び税理士として豊富な経験と、企業会計並びに税務に関する専門的な知識
を、当社の経営に反映していただくことを期待したためであります。

３．藤井義則氏は、現在当社の社外取締役でありますが、その在任期間は本総会終結の時をもって７年と
なります。

４．当社は藤井義則氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償
責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１
項に定める最低責任限度額としております。なお、同氏の再任が承認された場合には、当該契約を継
続する予定であります。

５．当社は、藤井義則氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出てお
ります。なお、同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。

６．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約を締結
しており、被保険者が負担することとなる損害賠償金及び訴訟費用等の損害を填補することとしてお
ります。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。
また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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監査役選任議案

第２号議案 監査役２名選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

再 任

社 外

独 立

１

　

おか

岡
 

 
の

野
 

 
 

 
 

 
 

 
ひろ

浩
 

 
み

巳
(1969年12月25日生)

1999年４月 弁護士登録　河村・大迫法律事務所（現　弁護士法人広島
総合法律会計事務所）入所

2011年１月 岡野法律事務所開設
2012年12月 弁護士法人岡野法律事務所　代表弁護士（現任）
2019年    6 月 当社監査役（現任） －

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

再 任

2
　

うえ

上
 

 
だ

田
 

 
 

 
 

 
 

 
まさ

正
 

 
つぐ

次
(1949年４月26日生)

1978年１月 雪印乳業株式会社（雪印メグミルク株式会社）入社
1995年１月 株式会社ワイエスニューテクノロジー研究所　取締役研究

所長
2002年12月 株式会社ワイエス研究所　代表取締役
2007年１月 当社常務取締役
2014年４月 株式会社特殊免疫研究所　常務取締役
2019年６月 当社監査役（現任）

500株

　監査役佐柄正春、岡野浩巳及び上田正次は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、当社の監査体制の現況に鑑み、監査役監査の実効性を引き続き確保できるものと判断したため
１名減員し、監査役２名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．岡野浩巳氏は社外監査役候補者であります。
３．岡野浩巳氏を社外監査役候補者とした理由は、同氏の弁護士としての豊富な経験と幅広い見識を、社
外監査役として当社の監査に活かしていただきたいためであります。

４．岡野浩巳氏は現在、当社の社外監査役でありますが、監査役としての在任期間は本総会終結の時をも
って４年となります。

５．当社は、岡野浩巳氏及び上田正次氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第
１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額としており、両氏の再任が承認された場合は、当該
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監査役選任議案

契約を継続する予定であります。
６．当社は、岡野浩巳氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出てお
ります。なお、同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。

７．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約を締結
しており、被保険者が負担することとなる損害賠償金及び訴訟費用等の損害を填補することとしてお
ります。各候補者が監査役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、
当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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当事業年度の事業状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

事業報告（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

１．企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症による行動制限が緩和され、社会経
済活動の正常化が進むものの、エネルギー価格の高騰や円安による物価上昇、ウクライナ情勢の長期化な
ど、先行きは依然として不透明な状況にあります。
　当社グループの顧客が属する医薬品業界は、世界人口の増加と新興国の所得水準の向上を背景として市
場は成長しておりますが、特許切れによる後発薬の台頭、新薬開発の長期化等により製薬企業の収益性は
厳しさを増しております。一方で、潤沢な資金を持つ大手製薬企業は、新たな収益源を求めて有望なパイ
プラインには積極的に投資する等、M&Aによる業界再編が進んでおります。このような状況を背景に、
製薬企業では新薬開発を迅速かつ効率的に実施するために、臨床試験等の開発業務を外部のCRO（開発
業務受託機関）へ委託するケースが増えており、リモートワークが進んでいる状況下も相まって、当社が
ターゲットとしている前臨床試験におきましても製薬企業の外部委託は一層増加しております。
　このような状況のもと、当社グループでは世界の大手製薬企業が研究開発拠点を置く米国を中心に、マ
ウスの肝臓の70%以上がヒトの肝細胞に置き換えられたヒト肝細胞キメラマウス（当社製品名：PXBマウ
ス）を用いた受託試験サービスの提供及びPXBマウス関連製品の販売を行っております。
　当社グループの主要顧客である製薬企業や研究機関におけるPXBマウスの需要は主に海外市場で勢いが
増しており、薬効薬理分野、安全性等分野ともに多くの引き合いを頂いております。受注高は大型案件の
一服や一部顧客で開発中止に伴うキャンセルの影響を受けましたが、売上高は海外市場で抗B型肝炎薬の
受託試験やマウス販売が大きく増加したことから、過去最高を達成しました。損益面につきましては、売
上原価の人件費や水道光熱費等は増加しましたが、海外生産施設でのPXBマウス生産は成果を見せ始め、
前期において計上することとなった減損損失による減価償却費の減少効果もあり、粗利益は大幅に増加し
ました。また、販売費及び一般管理費は人材の獲得競争が激化する米国の子会社では昇給や福利厚生の充
実を図り、当社でも好調な業績に報いるため正社員、パート社員に賞与支給を実施したことで人件費が増
加しましたが、６期ぶりの営業黒字を確保するとともに、こちらも過去最高益となりました。
　この結果、当連結会計年度の売上高は2,124,051千円（前年同期比60.3％増）、営業利益508,448千
円（前年同期は営業損失167,619千円）、経常利益511,299千円（前年同期は経常損失127,965千
円）、親会社株主に帰属する当期純利益493,329千円（前年同期は親会社株主に帰属する当期純損失
387,970千円）となりました。
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当事業年度の事業状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

②　設備投資の状況
　当連結会計年度中の主な設備投資として、試験及び研究機器等の購入を実施しております。また、継続
中の設備投資として、実験施設の変更工事があります。
　当連結会計年度中に行いました設備投資は32,001千円となりました。

③　資金調達の状況
　当連結会計年度における資金調達の状況につきましては、特記すべき事項はありません。

区 分 第 19 期
2020年３月期

第 20 期
2021年３月期

第 21 期
2022年３月期

第 22 期
(当連結会計年度)
2023年３月期

売 上 高 （千円） 1,310,861 1,013,543 1,324,817 2,124,051
経常利益又は経常
損 失 （ △ ） （千円） △125,346 △223,875 △127,965 511,299
親会社株主に帰属す
る当期純利益又は親
会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 ( △ )

（千円） △415,715 △238,002 △387,970 493,329

１株当たり当期純利
益又は１株当たり当
期 純 損 失 ( △ )

（円） △141.84 △73.60 △117.50 145.23

総 資 産 （千円） 2,784,325 2,516,324 2,280,467 3,018,661

純 資 産 （千円） 1,161,844 1,093,990 828,151 1,514,470

１ 株 当 た り
純 資 産 額 （円） 395.69 332.47 249.05 413.63

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

11
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当事業年度の事業状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

区 分 第19期
2020年３月期

第20期
2021年３月期

第21期
2022年３月期

第22期
(当事業年度)

2023年３月期
売 上 高 （千円） 1,310,861 1,013,543 1,324,817 2,124,051
経常利益又は経常
損 失 （ △ ） （千円） △131,726 △262,032 △160,882 413,825
当期純利益又は当期
純 損 失 ( △ ) （千円） △616,793 △264,349 △163,208 397,158
１株当たり当期純利
益又は１株当たり当
期 純 損 失 ( △ )

（円） △210.45 △81.74 △49.43 116.92

総 資 産 （千円） 2,774,152 2,520,273 2,507,968 3,033,848

純 資 産 （千円） 1,204,931 1,138,151 1,071,062 1,644,380

②　当社の財産及び損益の状況

会 社 名 所 在 地 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

PhoenixBio USA 
Corporation 米国ニューヨーク州 US$3 100.0％ PXBマウスを用いた受託

試験サービスの仲介
CMHL 
Consortium LLC 米 国 デ ラ ウ ェ ア 州 US$250,000 100.0％ PXBマウスを用いた研究

開発
KMT 
Hepatech,Inc. カナダアルバータ州 CA$843,749 100.0％ PXBマウスの生産

(3) 重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

12



2023/05/30 11:06:30 / 22950096_株式会社フェニックスバイオ_招集通知_電子提供措置用

対処すべき課題、継続企業の前提に関する重要事象等、主要な事業内容

(4) 対処すべき課題
　当社は創薬支援・再生医療バイオベンチャー企業として対処すべき課題を以下のように考えています。
①　市場開拓

　当社グループがこれまで実績をあげてまいりました肝炎治療薬の薬効評価試験は、現在も活発に研究開
発が進んでいる市場でありますが、規模が限定されていることに加え、新薬の開発状況によっては収束し
ていく可能性があります。一方、急速に拡大しているバイオ医薬領域では、抗体医薬や細胞治療医薬、核
酸医薬など新しいモダリティ（治療薬の形態）が新薬開発の主流となるなかで、評価ツールとしてのヒト
化動物の重要性はますます高まっております。
　今後、PXBマウスが新薬開発トレンドにおけるニーズを掴んで事業を拡大成長させるためには、PXBマ
ウスの利用が既存の創薬手法と比較して費用対効果に優れていることに加え、ヒトの細胞・タンパク・遺
伝子の活動が臓器レベルで維持されていることによる、ヒト化動物としての完成度の高さを顧客に周知す
る必要があります。しかしながら、巨大な市場の中で熾烈な研究開発競争を繰り広げている製薬企業群を
相手にPXBマウスの有用性を認識させるには、当社グループだけの活動では限界があります。
　このような状況において、当社グループでは、これまでにPXBマウスの市場開拓のためにコンソーシア
ムの活用と国内外のCROとの連携強化を進めてまいりました。米国に設立したコンソーシアムは、PXBマ
ウスの有用性について製薬企業と共に研究する場として2023年３月期現在で10機関が参加しておりま
す。その研究成果については学会や学術雑誌に順次発表することで、プロモーション活動として販路拡大
につなげてまいります。また、これらの研究成果によって用途拡大を図る一方、顧客である製薬企業等の
様々な要望に対応するため豊富な経験を持つCROとの業務提携を積極的に進めることでサービス拡充を
推進してまいります。

②　米国での供給体制の確立
　世界の製薬業界では総売上高の多くはメガファーマによって占められており、これらメガファーマは全
て、主要な研究開発拠点を米国に有しています。さらに米国の西海岸、東海岸では、バイオ医薬領域で研
究開発を進めるスタートアップ企業も多数活動していることから、当社グループが事業拡大を図る上で
は、北米での供給体制確立が不可避であると考えております。このため、当社は2017年11月に当社と同
様にヒト肝細胞キメラマウスを生産し、受託試験サービスを行ってきたカナダのKMT Hepatech, Inc.の
株式を取得し、完全子会社化しました。2020年８月には、増加するPXBマウス及びPXB-cellsの需要に対
応するために設備投資を実施いたしましたが、未だ収益化に至るまでの十分な生産実績をあげておらず、
現在の旺盛な需要に対応するためには、同社での生産体制確立が喫緊の課題であると認識しております。
2023年３月期において生産確立への道筋は見えてまいりましたので、2024年３月期は安定生産による
収益への寄与を目指します。
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③　AAALAC認証の取得
　現在、医薬品の創薬工程では、薬効及び安全性等の確認に多くの実験動物が用いられております。世界
的には動物実験を削減する方向に進んでいくことが予想されますが、臨床試験における安全性、有効性を
担保するためには、前臨床試験における実験動物の必要性は今後も変わらないと考えております。
　当社におきましては、PXBマウスをはじめとする実験動物の生産・飼育及びこれを用いた試験を実施し
ていますが、動物実験に対して動物愛護が強く求められる環境を鑑みて、実験動物倫理委員会を設置し、
飼育及び試験時の苦痛の軽減の取り組みや飼育環境の整備を行ってまいりました。
　今後、当社がグローバルな事業展開を行う上で、動物福祉についての整備もより一層、製薬企業から求
められることが予想されることから、客観的な外部機関による評価が必要だと認識しております。このた
め、国際的に動物管理及び使用に関する評価を行っているAAALAC International （国際実験動物ケア評
価認証協会）の認証を取得するため、これまでに飼育環境の改善や人員の教育に努めており、早期認証取
得を目指します。

(5) 継続企業の前提に関する重要事象等
　当社グループは、前連結会計年度まで５期連続の営業損失を計上しておりましたが、当連結会計年度にお
いて黒字転換しております。しかしながら、転換社債型新株予約権付社債875,000千円の償還期限が2023
年12月となっており、また、前連結会計年度まで継続して営業損失を計上していたことから、継続企業の
前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。
　当社グループは、当連結会計年度において、PXBマウスの旺盛な需要環境を背景に過去最高の売上高を計
上するに至りましたが、今後も継続して、コンソーシアム活動やCROとの業務提携により新規顧客開拓や
PXBマウス及びPXB-cellsの用途拡大を進めてまいります。同時に従来の受託試験サービスからPXBマウス
販売へのシフトを進めることで、経営資源をマウス生産に集中し、収益基盤の安定化を目指してまいりま
す。
　資金面につきましては、当連結会計年度末において、1,555,323千円の現金及び預金を保有しており、翌
連結会計年度の資金繰りを考慮した結果、当面の事業資金を確保していることから当社グループの資金繰り
に重要な懸念はありません。
　以上のことから、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。

PXBマウス事業 PXBマウス（ヒト肝細胞を持つキメラマウス）を用いた医薬品開発の受託試
験サービス

(6) 主要な事業内容（2023年３月31日現在）

14



2023/05/30 11:06:30 / 22950096_株式会社フェニックスバイオ_招集通知_電子提供措置用

主要な営業所及び工場、使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

本 社 広島県東広島市鏡山三丁目４番１号

PhoenixBio USA Corporation 米国 ニューヨーク州

CMHL Consortium LLC 米国 デラウェア州

KMT Hepatech,Inc. カナダ アルバータ州

(7) 主要な営業所及び工場（2023年３月31日現在）
①　当社

②　子会社

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

44名 3名増 45.7歳 12.1年

(8) 使用人の状況（2023年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況　　　　　　　　　　　　65名

（注）１．使用人数には、パート及び嘱託社員は含んでおりません。
２．当社グループはPXBマウス事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載はしており

ません。

②　当社の使用人の状況

（注）使用人数には、パート及び嘱託社員は含んでおりません。

(9) 主要な借入先の状況（2023年３月31日現在）
該当事項はありません。

(10) その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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株式の状況

①　発行可能株式総数 10,000,000株

②　発行済株式の総数 3,633,815株

③　株主数 1,900名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

三 和 商 事 株 式 会 社 1,008,000株 27.7％

森 本 　 俊 一 506,000 13.9

株 式 会 社 S B I 証 券 139,741 3.8

株 式 会 社 特 殊 免 疫 研 究 所 129,000 3.6

株 式 会 社 叡 拳 88,000 2.4

積 水 メ デ ィ カ ル 株 式 会 社 80,000 2.2

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 70,900 2.0

楽 天 証 券 株 式 会 社 59,900 1.6

安 田 信 也 58,000 1.6

中 外 テ ク ノ ス 株 式 会 社 57,000 1.6

株 式 数 交 付 対 象 者 数
取 締 役
（ 社 　 外 　 取 　 締 　 役 　 を 　 除 　 く ） 19,700株 ４名

社 外 取 締 役 － －
監 査 役 － －

２．会社の現況
(1) 株式の状況（2023年３月31日現在）

④　大株主

（注）持株比率は自己株式（45株）を控除して計算しております。

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、「２．(3)②　取締役及び監査役の報酬等」に記載してお
ります。
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新株予約権等に関する事項

(2) 新株予約権等に関する事項
①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

③　その他新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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会社役員に関する事項

氏 　 　 名 会 社に お ける 地 位及 び 担当 重 要 な 兼 職 の 状 況
藏 本 健 二 代表取締役会長

島 田 　 卓 代表取締役社長 PhoenixBio USA Corporation Chairman
KMT Hepatech,Inc. Chairman

田 村 康 弘 専務取締役管理部長 PhoenixBio USA Corporation CFO
KMT Hepatech,Inc. CFO

向 谷 知 世 取締役研究開発部長兼生産部長
藤 井 義 則 取締役
佐 柄 正 春 常勤監査役
上 野 基 康 監査役
岡 野 浩 巳 監査役
上 田 正 次 監査役

(3) 会社役員に関する事項
①　取締役及び監査役の状況（2023年３月31日現在）

（注）１．取締役藤井義則氏は、社外取締役であります。なお、当社は同氏を東京証券取引所の定めに基
づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

２．監査役佐柄正春氏、上野基康氏及び岡野浩巳氏は、社外監査役であります。なお、当社は３氏
を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

３．当社と各社外取締役及び各監査役との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償
責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める額としております。

４．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締
結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社の取締役及び監査役であり、被保険者
は保険料を負担しておりません。当該保険契約により被保険者がその職務の執行により行った
行為に起因して、損害賠償請求がされた場合の法律上の損害賠償金及び争訟費用について填補
することとしております。ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにする
ため、被保険者が私的な利益又は便宜の供与を違法に得たこと、被保険者の犯罪行為又は法令
に違反することを被保険者が認識しながら行った行為等に起因する場合の損害は填補されませ
ん。
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会社役員に関する事項

②　取締役及び監査役の報酬等
イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、2021年２月12日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方
針を決議しております。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及
び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うも
のであると判断しております。
　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

a.基本方針
　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう
株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水
準とすることを基本方針とする。具体的には、業務執行取締役の報酬は、固定報酬としての基本報
酬、業績連動報酬等および株式報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役については、その職務
に鑑み、基本報酬のみを支払うこととする。

b.基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
　基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、当社の業績、従業員
給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとする。

c.業績連動報酬等の内容および額の算定方法の決定に関する方針
　業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため業績指標（KPI）を反映し
た金銭報酬とし、各事業年度の連結経常利益の目標値に対する達成度合いに応じて算出された額を賞
与として毎年、一定の時期に支給する。但し、業績によっては支給しないこともある。
　目標となる業績指標とその値は、中期経営計画と整合するよう計画策定時に設定し、適宜、環境の
変化に応じて見直しを行うものとする。

d.非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する方針
　株式報酬については、株価変動のメリットとリスクを株主と共有し、中長期的な業績向上や株価上
昇及び企業価値向上に向けた取締役の貢献度意欲を従来以上に高めることを期待し、それぞれの基本
報酬に役割及び在任年数に基づく貢献度等諸般の事項を総合的に勘案して算定し、株主にとって著し
く不利益となるような希薄化が起こらないよう配慮しながら、一定の譲渡制限期間及び当社による無
償取得事由等の定めに服する当社普通株式（「譲渡制限付株式」）を毎年、一定の時期に割当てるも
のとする。
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会社役員に関する事項

区 分 報 酬 等 の 総 額
（ 千 円 ）

報酬等の種類別の総額（千円） 対 象 と な る
役 員 の 員 数
（ 名 ）基 本 報 酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

90,876
（2,400）

79,200
（2,400）

－
（－）

11,676
（－）

７
（１）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

17,100
（15,300）

17,100
（15,300）

－
（－）

－
（－）

４
（３）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

107,976
（17,700）

96,300
（17,700）

－
（－）

11,676
（－）

11
（４）

e.基本報酬の額、業績連動報酬等の額および非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する
割合の決定に関する方針
　業務執行取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模や関連する業種・業態に
属する企業をベンチマークとする報酬水準を踏まえ、社外取締役を含めた取締役会の審議を経て種類
別の報酬割合の範囲内で取締役の個人別の報酬等の内容を決定することとする。
　種類別の報酬割合の範囲は、KPI達成度により基本報酬を10とした場合、業績連動報酬等は0～2、
非金銭報酬等は1～4のレンジで決定する。
　なお、報酬等の種類ごとの比率の目安は、概ね
基本報酬：業績連動報酬等：非金銭報酬等＝５：１：２とする。（KPIを100%達成の場合）

ロ．当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１．上表には、2022年６月28日開催の第21期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２
名を含んでおります。

２．使用人兼務取締役の使用人分給与は支給しておりません。
３．非金銭報酬等の内容は当社の株式であり、割当ての際の条件等は「イ．役員報酬等の内容の決

定に関する方針等」のとおりであります。また、当事業年度における交付状況は「２．（１）
⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況」に記載してお
ります。

４．取締役の報酬限度額は、2006年６月21日開催の第５期定時株主総会において、年額200百万
円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、７名です。
　また、別枠で、2017年６月28日開催の第16期定時株主総会において、譲渡制限付株式の
割当てのための報酬額として年額120百万円以内（社外取締役を除く）と決議いただいており
ます。当該株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く）の員数は、６名です。

５．監査役の報酬限度額は、2008年6月24日開催の第７期定時株主総会において、年額50百万円
以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、３名です。
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会社役員に関する事項

役 職 及 び 氏 名 出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び
社 外 取 締 役 に 期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取締役 藤 井 義 則

当事業年度に開催された取締役会13回のうち12回に出席いたしまし
た。
公認会計士の見地から、取締役会において、積極的に意見を述べてお
り、特に企業会計について専門的な立場から監督・助言等を行うなど、
取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するため適切な役割を果た
しております。

監査役 佐 柄 正 春

当事業年度に開催された取締役会13回全てに、また、監査役会13回全
てに出席いたしました。
金融機関での経験及び見地から、取締役会において、取締役会の意思決
定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。また、監
査役会において、適宜必要な発言を行っております。

監査役 上 野 基 康

2022年６月28日就任以降、当事業年度に開催された取締役会10回全
てに、また、監査役会10回全てに出席いたしました。
長年にわたる経理財務の職務経験及び見地から、取締役会において、取
締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っており
ます。また、監査役会において、適宜必要な発言を行っております。

監査役 岡 野 浩 巳

当事業年度に開催された取締役会13回全てに、また、監査役会13回全
てに出席いたしました。
弁護士の見地から意見を述べるなど、取締役会において、取締役会の意
思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。ま
た、監査役会において、適宜必要な発言を行っております。

③　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　該当事項はありません。
ロ．当事業年度における主な活動状況
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会計監査人に関する事項

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23,000千円

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 23,000千円

(4) 会計監査人に関する事項
①　名称　　有限責任 あずさ監査法人

②　報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に係る監
査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に
係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人より必要な資料の入手、報告を受けた上で
会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況の相当性、報酬見積りの算定根拠につ
いて確認し、審議した結果、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等
の額に同意しました。

③　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当し、解任が相当と認められる場合には、監査
役会は監査役全員の同意により会計監査人を解任します。また、会計監査人に適正な監査の遂行に支障を
きたす事由が生じたと認められる場合には、監査役会は会計監査人の選任及び解任並びに会計監査人を再
任しないことに関する議案の内容を決定します。
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業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務並びに当社及
び当社子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとお
りであります。

①　当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式
会社の業務並びに当社及び当社子会社から成る企業集団（以下「当社グループ」という。）の業務の適正
を確保するための体制
イ．当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令、定款はもとより社会規範、企業倫理、社内
規程に適合することを確保し、当社グループ「行動規範」に則り「コンプライアンス規程」に基づき適
正かつ健全に遂行されるためのコンプライアンス体制を構築する。

ロ．代表取締役社長、内部監査部門はコンプライアンス体制の整備と問題点の把握に努め、「内部監査規
程」にもとづき、経営の合理化・効率化及び業務の適正な遂行を図る。

②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制
　重要事項に関する意思決定及び報告については、「取締役会規程」に基づいて実施し、取締役の職務の
執行に係る情報について、保存期間・保存方法・保存場所を定め、適切な管理を行うために、「文書管理
規程」を制定し体制を完備する。また、情報の管理については、「情報システム業務管理規程」に基づき
適切に対応する。

③　当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．当社グループでは、事業運営に重大な影響を及ぼす可能性のあるリスクを把握し、それぞれのリスク
毎に管理・対応策などその評価を行い、これを事業運営に活かす仕組みを整備する。災害や障害等の発
生など、事業継続不能リスクの顕在化に伴うリスク管理対応を適切に実施するため、「リスク管理規
程」を制定し管理体制を構築する。

ロ．不測の事態が発生した場合には、リスク対策本部を設置し、必要に応じて顧問弁護士等を含む外部専
門機関とともに迅速かつ的確な対応を行い、損害の拡大を防止し事業の継続を確保するための体制を整
える。

④　当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社グループでは、全社的な目標として中期経営計画及び各年度予算を策定し、当社の各部門及び当社
の子会社は、この計画を達成するための具体的な施策を立案し、実行する。「取締役会規程」、「組織規
程」その他職務権限、分掌を定める社内規程により、適正かつ効率的に取締役の職務の執行が行われる体
制を確保する。
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業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

⑤　当社並びにその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社は、当社グループにおける業務の適正を確保するため、当社及び子会社の重大な法令違反など特に
コンプライアンスに重点を置いた適切なリスク管理体制の構築に努める。「関係会社管理規程」に基づい
て子会社から経営上の重要事項の承認や事業内容の定期的な報告を義務付け、また必要に応じて子会社に
取締役及び幹部社員を派遣し、問題点の把握・解決に努める。
　内部監査部門は当社及び子会社の業務が適正に運営されているか当社グループの業務全体にわたる内部
統制の有効性と妥当性を確保するよう努める。

⑥　当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
並びに補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項、及び当該使用人に対する指示の実効性に関
する事項
　監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人を置くものとする。補助すべき使用人を設置
する場合は、取締役からの独立性を考慮した体制とし、その任命、異動、評価などについては監査役会の
事前の同意を得て行うものとする。

⑦　当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役等が当社の監査役に報告するための体制その他の監査役
への報告に関する体制
イ．代表取締役・取締役は取締役会などの重要な会議において、業務の執行状況及び経営に大きな影響を
及ぼす重要課題の報告を行う。

ロ．当社及び子会社の取締役・使用人は、監査役が報告を求めた場合は、迅速かつ適切に監査役に報告を
行う。また、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実、あるいは法令違反その他コンプラ
イアンスに関する重大な事実があることを発見した場合には、当社及び子会社の取締役・使用人は直ち
に監査役に通報及び報告する体制とする。

ハ．当社及び子会社は、監査役へ通報及び報告を行った当社又は子会社の取締役、使用人等に対して、当
該通報及び報告をしたことを理由に不利な扱いを行うことを禁ずるものとする。

⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．代表取締役は定期的に監査役との意見交換を行う。
ロ．監査役は、会計監査人から定期的に監査に関する情報を受け、情報交換を行う。
ハ．監査役は、内部監査部門と定期的に情報交換を行う。
ニ．監査役の職務の執行に関して生ずる必要な費用については、請求により会社は速やかに支払うものと
する。

⑨　財務報告の信頼性を確保するための体制
　金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制報告制度に適切に対応するため、「財務報告に係る内
部統制の構築の基本方針書」に従い、代表取締役社長の指示のもと、内部統制システムの構築を行い、そ
の仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、適宜是正するとともに、金融商品取引法及びその他の
関連法令等との適合性を確保する。
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⑩　反社会的勢力の排除に向けた体制
　当社グループでは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対しては、「反社会的
勢力対応マニュアル」にもとづき毅然として対応する。
　管理部を反社会的勢力対応部署と位置付け不当要求防止責任者（暴力団員による不当な行為の防止等に
関する法律第14条）を選任し、弁護士・警察等の外部専門機関との連携を図り、反社会的勢力に対して
毅然とした姿勢で対応する体制を整備するとともに、役員及び従業員に対し、教育・研修等により関連法
令、規則の内容を周知徹底する。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務並びに当社及
び当社子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであり
ます。
①　内部統制システム全般
　当社グループの内部統制システム全般の整備及び運用状況につきまして、内部監査担当が定期的にモニ
タリングしており、問題点については是正を行っております。

②　コンプライアンス
　コンプライアンス規程に基づき、コンプライアンス委員会において社内研修及び会議体での説明を行
い、法令及び定款を遵守するための体制の維持・構築を行っております。また、内部通報制度を設けて運
営しております。

③　リスク管理体制
　リスク管理規程に基づき、リスク管理委員会においてリスクを抽出し、当該リスクに対する対策等を実
行しております。

④　内部監査
　内部監査担当が作成した内部監査計画に基づき、当社の各部署及びグループ各社の内部監査を実施して
おります。

　本事業報告に記載の金額は、表示単位未満を切り捨てております。また、比率は表示単位未満を四捨五入して
おります。
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連結貸借対照表

連結貸借対照表（2023年３月31日現在） （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

資産の部

流動資産

現金及び預金

売掛金及び契約資産

製品

仕掛品

原材料及び貯蔵品

その他

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物

車両運搬具

工具、器具及び備品

リース資産

使用権資産

土地

建設仮勘定

無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

繰延税金資産

その他　

2,292,116

1,555,323

286,720

77,542

115,037

172,656

84,837

726,544

538,518

74,643

0

12,722

22,926

124,631

296,000

7,594

5,227

182,799

125,492

37,180

20,125　

負債の部
流動負債 1,286,137
買掛金 40,037
１年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債 875,000
リース債務 40,257
未払法人税等 63,032
前受金 46,729
賞与引当金 4,456
その他 216,624

固定負債 218,053
リース債務 214,713
資産除去債務 3,340

負債合計 1,504,191
純資産の部
株主資本 1,517,224
資本金 2,453,894
資本剰余金 673,803
利益剰余金 △1,610,432
自己株式 △40
その他の包括利益累計額 △14,196
その他有価証券評価差額金 △10,621
為替換算調整勘定 △3,574
新株予約権 11,442
純資産合計 1,514,470

資産合計 3,018,661 負債純資産合計 3,018,661

連結計算書類

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

連結損益計算書（2022年４月１日から2023年３月31日まで） （単位：千円）

科目 金額

売上高 2,124,051

売上原価 567,601

売上総利益 1,556,449

販売費及び一般管理費 1,048,000

営業利益 508,448

営業外収益

受取利息 2,229

補助金収入 8,584

輸送収入 4,004

その他 361 15,180

営業外費用

支払利息 3,072

株式交付費 116

為替差損 9,140 12,329

経常利益 511,299

特別損失

固定資産除却損 655 655

税金等調整前当期純利益 510,644

法人税、住民税及び事業税 50,243

法人税等調整額 △32,928 17,314

当期純利益 493,329

親会社株主に帰属する当期純利益 493,329
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書（2022年４月１日から2023年３月31日まで）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 2,363,956 583,866 △2,103,761 △40 844,020

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 89,937 89,937 179,874
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 493,329 493,329

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 89,937 89,937 493,329 － 673,203

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 2,453,894 673,803 △1,610,432 △40 1,517,224

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 － △20,404 △20,404 4,535 828,151

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 179,874
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 493,329

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) △10,621 16,829 6,207 6,906 13,114

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △10,621 16,829 6,207 6,906 686,318

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 △10,621 △3,574 △14,196 11,442 1,514,470

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
（１）連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

ⅰ）連結の範囲に関する事項
　すべての子会社を連結しております。

・連結子会社の数　　　　　　　３社
・主要な連結子会社の名称

PhoenixBio USA Corporation
CMHL Consortium LLC
KMT Hepatech,Inc.

ⅱ）持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

ⅲ）連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうちKMT Hepatech,Inc.の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたって
は同日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結
上必要な調整を行っております。その他の連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。

ⅳ）会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
ロ．デリバティブ

時価法
ハ．棚卸資産

通常の販売目的で保有する棚卸資産
　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

・製　　　品 月次総平均法による原価法
・仕　掛　品 月次総平均法による原価法
・原　材　料 月次総平均法による原価法
・貯　蔵　品 個別法による原価法

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

　当社は定率法を、在外連結子会社は主として定額法によっております。ただし、1998年４月１日以
降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構
築物については、定額法によっております。
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　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
・建物及び構築物 ３年～36年
・車両運搬具 ２年
・工具、器具及び備品 ２年～15年
　また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年か
ら５年間で均等償却する方法によっております。

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
によっております。

ハ．リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数として、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。
　使用権資産
　米国会計基準を適用している在外連結子会社は、「リース（Topic842）」を適用しており、オペレ
ーティング・リース取引はリース期間にわたるリース料の現在価値に基づいて使用権資産及びリース債
務を計上し、リース費用はリース期間にわたって定額法で認識しております。

③　重要な引当金の計上基準
貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
　なお、当連結会計年度においては、一般債権に対する貸倒実績及び貸倒懸念債権等特定の債権がないた
め貸倒引当金を計上しておりません。

賞与引当金
　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上しており
ます。

④　収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及
び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
　当社グループはPXBマウス事業として、主に製品販売、受託試験サービスを提供しております。
　製品販売は、顧客との契約等に基づき製品を提供しており、製品の引き渡しを履行義務として識別して
おります。顧客が製品を検収した時に資産に対する支配が顧客に移転するため、当該時点で収益を認識し
ております。ただし、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用
し、国内の製品販売については、出荷した時点で収益を認識しております。製品販売に関する取引の対価

30



2023/05/30 11:06:30 / 22950096_株式会社フェニックスバイオ_招集通知_電子提供措置用

連結注記表

は、引き渡し後、概ね３ヶ月以内に回収しており、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。
　受託試験サービスは、顧客との契約等に基づき当社製品を使用した試験を行い、サンプルや試験報告書
等を提供しており、製品の投入と手技の実施を履行義務として識別しております。受託試験に製品が投入
された時点で資産に対する支配が顧客に移転するため、当該時点で製品の収益を認識しております。手技
の実施は、別の用途に転用できないこと及び履行義務を完了した部分は対価を収受する権利を有している
ことから、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、試験の進捗度に応じて手技の収益を認識
しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積もり方法は、実験動物を使用したサービスであ
り、試験期間にわたり飼育や薬物投与など一定の人員が投入され、期間の経過と比例的に履行義務が充足
されるため、試験計画等に定める試験期間に基づき、経過期間により試験の進捗度を見積もりしておりま
す。取引価格の履行義務への配分額の算定にあたっては、それぞれの予想コストに利益相当額を加算して
独立販売価格の見積りを行っており、独立販売価格の比率に基づいて、取引価格をそれぞれの履行義務に
配分しております。受託試験サービスに関する取引の対価は、サンプル及び試験報告書等の提供後、概ね
３ヶ月以内に回収しており、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。

⑤　退職給付に係る会計処理の方法
　当社は、確定拠出年金制度を採用しております。また、在外連結子会社１社は確定拠出型の制度を設け
ております。当社及び在外連結子会社の退職給付に係る費用は、拠出時に費用として認識しております。

⑥　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として処理し
ております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及
び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額を純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計
上しております。
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当連結会計年度
（千円）

繰延税金資産 37,180

（２）会計方針の変更に関する注記
（米国会計基準Topic842「リース」の適用）
　米国会計基準を採用している一部の在外子会社は、当連結会計年度より「リース（Topic842）」を適用
しております。本基準の適用にあたっては、経過措置として認められている、本基準の適用による累積的影
響を適用開始日に認識する方法を採用しております。
　この結果、当連結会計年度末の連結貸借対照表において使用権資産が124,631千円、流動負債のリース債
務が5,461千円、固定負債のリース債務が120,946千円それぞれ増加しております。
　なお、この変更による当連結会計年度の損益に与える影響はありません。

（３）表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）
　前連結会計年度まで「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりました「輸送収入」は、金額的重
要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しております。
　なお、前連結会計年度の「輸送収入」は4,617千円であります。

（４）会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）
ⅰ）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

ⅱ）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　繰延税金資産は、翌連結会計年度の予算に基づいて課税所得を見積り、回収可能性があると判断した税務
上の繰越欠損金及び将来減算一時差異について計上しております。繰延税金資産の回収可能性は将来の課税
所得の見積りに依存するため、実際に発生した課税所得の金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の
連結計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。
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ⅰ）有形固定資産の減価償却累計額 634,548千円

当座貸越極度額 300,000千円
借入実行額 －千円

差引額 300,000千円

株 式 の 種 類 当連結会計年度
期 首 の 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 3,307,112株 326,703株 －株 3,633,815株

転換社債型新株予約権付社債
第21回新株予約権

普通株式
普通株式

1,599,605株
498,200株

（５）連結貸借対照表に関する注記

ⅱ）当社は、運転資金の効率的な調達を行うために取引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。
当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高は次のとおりであります。

（６）連結株主資本等変動計算書に関する注記
ⅰ）当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

（注）普通株式の発行済株式の増加326,703株は、転換社債型新株予約権付社債の転換による増加
45,703株、新株予約権の行使による増加261,300株、役員に対する譲渡制限付株式の発行による
増加19,700株であります。

ⅱ）当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数

33



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

2023/05/30 11:06:30 / 22950096_株式会社フェニックスバイオ_招集通知_電子提供措置用
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（７）金融商品に関する注記
ⅰ）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　設備投資計画及び資金計画に照らして、必要な資金を銀行借入により調達しております。一時的な余資
は主に流動性の高い金融資産で運用しております。デリバティブは、外貨建ての営業債権債務に係る為替
変動リスクの軽減を目的とした先物為替予約取引であり、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、主な取引先は信用度の高い製薬企
業及び公的研究機関を中心としております。また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権
は、為替の変動リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建てのものにつ
いては、為替の変動リスクに晒されておりますが、その金額は僅少であります。
　転換社債型新株予約権付社債は、今後のプロモーション活動、業務提携及び設備投資に要する投資資金
として発行しています。

③　金融商品に係るリスク管理体制
・　信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　営業債権については、販売管理規程に従い、各事業部門における営業担当部署が主要な取引先の状況
を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等に
よる回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

・　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　外貨建ての営業債権債務についての為替変動リスクに対しては、為替予約や契約金額の一部を前受け
するなど、為替変動に対するリスク低減に努めております。
　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた為替リスク管理規程
に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っております。

・　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
　各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持
などにより流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに
より、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

①１年内償還予定の転換社債型新株
予約権付社債 875,000 1,014,871 139,871

②リース債務（１年内返済予定を含
む） 254,971 249,163 △5,807

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

１年内償還予定の転換社債型新株
予約権付社債 － － 1,014,871 1,014,871
リース債務（１年内返済予定を含
む） － － 249,163 249,163

ⅱ）金融商品の時価等に関する事項
　2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

（※）「現金及び預金」「売掛金」及び「買掛金」については、短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に
近似するものであることから、記載を省略しております。

ⅲ）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債（単位：千円）

（注）１．時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
①１年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債

当社の発行する転換社債型新株予約権付社債の時価は、市場価格がないため、元利金の合計額（利率ゼ
ロ）を当該転換社債型新株予約権付社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いて算定し
ており、レベル３の時価に分類しております。転換権等の時価については、同一なデリバティブに対す
る合理的な評価モデルにより算出された公正価値を利用して時価を算定しており、レベル３の時価に分
類しております。

②リース債務
リース債務の時価は、元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率で割り引
いた現在価値により算定しており、レベル３の時価に分類しております。
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１年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超
リース債務 47,040千円 44,469千円 38,290千円 18,961千円 65,951千円

薬効薬理分野
（千円）

安全性等分野
（千円）

合計
（千円）

一時点で移転される財
一定の期間にわたり移転されるサービス

383,976
612,322

933,572
194,178

1,317,549
806,501

顧客との契約から生じる収益 996,299 1,127,751 2,124,051
その他の収益 － － －
外部顧客への売上高 996,299 1,127,751 2,124,051

当連結会計年度
（千円）

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 212,753
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 236,004
契約資産（期首残高） 13,509
契約資産（期末残高） 50,716
契約負債（期首残高） 156,165
契約負債（期末残高） 44,209

２．リース債務の決算日後の返済予定額

（８）収益認識に関する注記
ⅰ）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

ⅱ）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　１．連結計算書類の作
成のための基本となる重要な事項に関する注記等　④収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

ⅲ）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための基礎となる情報
①　契約資産及び契約負債の残高等

　契約資産は、主に受託試験サービスにおける期末日時点で完了しているが未請求の製品及び手技に係る対
価に対する当社グループの権利に関するものであり、当該受託試験サービスはサンプルや試験報告書等の提
出時に請求し、売上債権に振り替えられます。契約負債は、顧客からの前受金に関するものであり、収益の
認識に伴い取り崩されます。
　当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、131,674千円
であります。
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ⅰ）１株当たり純資産額 413円63銭
ⅱ）１株当たり当期純利益 145円23銭

②　残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループでは、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を
適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていな
い重要な金額はありません。

（９）１株当たり情報に関する注記

（10）重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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貸借対照表（2023年３月31日現在） （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

資産の部
流動資産
現金及び預金
売掛金及び契約資産
製品
仕掛品
原材料
貯蔵品
前渡金
前払費用
未収還付法人税等
未収消費税
未収入金
１年内回収予定の長期貸付金
その他

固定資産
有形固定資産
建物
構築物
車両運搬具
工具、器具及び備品
リース資産
土地
建設仮勘定
無形固定資産
ソフトウェア
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
長期貸付金
繰延税金資産
敷金
預託金　

2,084,785
1,262,198
286,720
77,542
118,508
148,159
7,487
4,261
15,910

2
43,588
1,341

117,749
1,316

949,062
411,662
73,361
1,282

0
10,498
22,926
296,000
7,594
5,227
5,227

532,172
125,492
276,051
98,124
31,296
1,197

9　

負債の部
流動負債 1,365,717
買掛金 110,799
１年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債 875,000
リース債務 8,378
未払金 156,616
未払費用 10,306
未払法人税等 63,032
前受金 46,729
預り金 94,854

固定負債 23,750
リース債務 20,410
資産除去債務 3,340

負債合計 1,389,468
純資産の部
株主資本 1,643,560
資本金 2,453,894
資本剰余金 673,803
資本準備金 673,803
利益剰余金 △1,484,096
その他利益剰余金 △1,484,096
繰越利益剰余金 △1,484,096

自己株式 △40
評価・換算差額等 △10,621
その他有価証券評価差額金 △10,621
新株予約権 11,442
純資産合計 1,644,380

資産合計 3,033,848 負債純資産合計 3,033,848

計算書類

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書（2022年４月１日から2023年３月31日まで） （単位：千円）

科目 金額

売上高 2,124,051

売上原価 719,736

売上総利益 1,404,315

販売費及び一般管理費 993,385

営業利益 410,929

営業外収益

受取利息 1,823

補助金収入 6,200

輸送収入 4,004

その他 206 12,234

営業外費用

支払利息 771

株式交付費 116

為替差損 8,450 9,338

経常利益 413,825

特別損失

固定資産除却損 10 10

税引前当期純利益 413,815

法人税、住民税及び事業税 47,953

法人税等調整額 △31,296 16,656

当期純利益 397,158

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書（2022年４月１日から2023年３月31日まで）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 2,363,956 583,866 583,866 △1,881,255 △1,881,255

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 89,937 89,937 89,937

当 期 純 利 益 － 397,158 397,158
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）
当 期 変 動 額 合 計 89,937 89,937 89,937 397,158 397,158

当 期 末 残 高 2,453,894 673,803 673,803 △1,484,096 △1,484,096

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

新株予約権 純資産合計
自 己 株 式 株 主 資 本

合 計

その他有価
証券評価差
額 金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △40 1,066,526 － － 4,535 1,071,062

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 179,874 179,874

当 期 純 利 益 397,158 397,158
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） △10,621 △10,621 6,906 △3,715

当 期 変 動 額 合 計 － 577,033 △10,621 △10,621 6,906 573,318

当 期 末 残 高 △40 1,643,560 △10,621 △10,621 11,442 1,644,380

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
（１）重要な会計方針に係る事項に関する注記

ⅰ）資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

イ．子会社株式及び関連会社株式
移動平均法に基づく原価法

ロ．その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
②　デリバティブ等

デリバティブ
時価法

③　棚卸資産の評価基準及び評価方法
通常の販売目的で保有する棚卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
・製　　　品 月次総平均法による原価法
・仕　掛　品 月次総平均法による原価法
・原　材　料 月次総平均法による原価法
・貯　蔵　品 個別法による原価法

ⅱ）固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び
に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
・建物 ３年から36年
・構築物 ５年から20年
・車両運搬具 ２年
・工具、器具及び備品 ２年から15年
　また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から
５年間で均等償却する方法によっております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に
よっております。
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③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数として、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

ⅲ）重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
　なお、当事業年度においては、一般債権に対する貸倒実績及び貸倒懸念債権等特定の債権がないため貸
倒引当金を計上しておりません。

ⅳ）収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務
を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
　当社はPXBマウス事業として、主に製品販売、受託試験サービスを提供しております。
　製品販売は、顧客との契約等に基づき製品を提供しており、製品の引き渡しを履行義務として識別して
おります。顧客が製品を検収した時に資産に対する支配が顧客に移転するため、当該時点で収益を認識し
ております。ただし、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用
し、国内の製品販売については、出荷した時点で収益を認識しております。製品販売に関する取引の対価
は、引き渡し後、概ね３ヶ月以内に回収しており、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。
　受託試験サービスは、顧客との契約等に基づき当社製品を使用した試験を行い、サンプルや試験報告書
等を提供しており、製品の投入と手技の実施を履行義務として識別しております。受託試験に製品が投入
された時点で資産に対する支配が顧客に移転するため、当該時点で製品の収益を認識しております。手技
の実施は、別の用途に転用できないこと及び履行義務を完了した部分は対価を収受する権利を有している
ことから、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、試験の進捗度に応じて手技の収益を認識
しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積もり方法は、実験動物を使用したサービスであ
り、試験期間にわたり飼育や薬物投与など一定の人員が投入され、期間の経過と比例的に履行義務が充足
されるため、試験計画等に定める試験期間に基づき、経過期間により試験の進捗度を見積もりしておりま
す。取引価格の履行義務への配分額の算定にあたっては、それぞれの予想コストに利益相当額を加算して
独立販売価格の見積りを行っており、独立販売価格の比率に基づいて、取引価格をそれぞれの履行義務に
配分しております。受託試験サービスに関する取引の対価は、サンプル及び試験報告書等の提供後、概ね
３ヶ月以内に回収しており、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。

ⅴ）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として処理しており
ます。
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当事業年度
（千円）

繰延税金資産 31,296

ⅰ）有形固定資産の減価償却累計額 475,913千円
ⅱ）関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

短期金銭債権 118,898千円
長期金銭債権 98,124千円
短期金銭債務 657,221千円

当座貸越極度額 300,000千円
借入実行額 －千円

差引額 300,000千円

（２）表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）

　前事業年度まで「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりました「輸送収入」は、金額的重要
性が増したため、当事業年度より、区分掲記しております。
　なお、前事業年度の「輸送収入」は4,617千円であります。

（３）会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）
ⅰ）当事業年度の計算書類に計上した金額

ⅱ）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　「連結注記表　４．会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略して
おります。

（４）貸借対照表に関する注記

ⅲ）当社は、運転資金の効率的な調達を行うために取引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。
当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高は次のとおりであります。

43



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

2023/05/30 11:06:30 / 22950096_株式会社フェニックスバイオ_招集通知_電子提供措置用

個別注記表

売上原価 270,339千円
販売費及び一般管理費 347,513千円
営業取引以外の取引高 1,798千円

普通株式 45株

繰延税金資産
未払事業税 6,881千円
減価償却超過額 9,768千円
一括償却資産 244千円
減損損失 15,899千円
棚卸資産評価損 1,631千円
関係会社株式評価損 154,904千円
資産除去債務 1,017千円
株式報酬費用 30,039千円
未払金否認 4,686千円
その他有価証券評価差額金 3,235千円
繰越欠損金 174,526千円

繰延税金資産小計 402,836千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 157,738千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 213,800千円

評価性引当額小計 371,539千円
繰延税金資産合計 31,296千円
繰延税金資産（負債）の純額 31,296千円

（５）損益計算書に関する注記
関係会社との取引

（６）株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

（７）税効果に関する注記
ⅰ）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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法定実効税率 30.46％
（調整）
住民税均等割 0.56％
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.01％
評価性引当額の増減 △22.49％
研究開発費の総額に等に係る税額控除等 △4.09％
その他 △0.42％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 4.03％

種類 会社等の
名称

議決権等の所
有（被所有）

割合
関連当事者
との関係 取引内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 PhoenixBio USA
Corporation

所有
直接100％

当社の販売代理
役員の兼任

手数料の支払い
（注）２

出向料の支払い
（注）３

326,834千円

18,878千円 未払金 85,513千円

子会社 CMHL Consortium
LLC

所有
直接100％ 役員の兼任

共同研究に係る
事務委託費
（注）４

1,800千円 未払金 520千円

子会社 KMT Hepatech,
Inc.

所有
直接100％

当社製品生産委託
役員の兼任

委託費の支払い
（注）２

資金の貸付
（注）５

利息の受取
（注）５

270,339千円

－

1,798千円

買掛金

１年内回収予定
の長期貸付金

長期貸付金

未収収益

71,187千円

117,749千円

98,124千円

1,149千円

その他の
関係会社 三和澱粉工業株式会社

被所有
直接 －
間接3.6％

[41.7]
社債の発行

転換社債型新株予約権
付社債の発行
（注）６

－
１年内償還予定
の転換社債型新
株予約権付社債

500,000千円

ⅱ）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳

（８）関連当事者との取引に関する注記
関連当事者との取引

（注）１．議決権等の所有割合の[ ]内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数であります。
２．取引条件につきましては、移転価格税制の基準等に従い、公正に決定しております。
３．出向料につきましては、出向者に係る人件費相当額を基に、合理的に決定しております。
４．共同研究に係る人件費及び支払手数料等の費用を基に、合理的に決定しております。
５．資金の貸付は、市場金利等を勘案して利率を決定しております。
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ⅰ）１株当たり純資産額 449円38銭
ⅱ）１株当たり当期純利益 116円92銭

６．転換社債型新株予約権付社債の発行価額は第三者機関より算定された価格を基礎として決定して
おります。また、金利は無利息としております。

（９）収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表　８．収益認識に
関する注記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

（10）１株当たり情報に関する注記

（11）重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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連結会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岩 　 出 　 博 　 男
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 　 江 　 友 　 樹

独立監査人の監査報告書
2023年５月15日

株式会社フェニックスバイオ
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
広島事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社フェニックスバイオの2022年４月１日
から2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、株式会社フェニックスバイオ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間
の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、
また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

監査報告
連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

47



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

2023/05/30 11:06:30 / 22950096_株式会社フェニックスバイオ_招集通知_電子提供措置用

連結会計監査報告

　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかど
うか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計
算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個
別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重
要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、
監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結
計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求め
られている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並び
に連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は
軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岩 　 出 　 博 　 男
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 　 江 　 友 　 樹

独立監査人の監査報告書
2023年５月15日

株式会社フェニックスバイオ
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
広島事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社フェニックスバイオの2022年４
月１日から2023年３月31日までの第22期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査
を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

会計監査人の監査報告書　謄本
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　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は
軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2022年4月1日から2023年3月31日までの第22期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告い
たします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報

告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める
とともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を
調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図
り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとし
て会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告書　謄本
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月15日
株式会社フェニックスバイオ　監査役会

常勤監査役（社外監査役） 佐 柄 正 春 ㊞
監査役（社外監査役） 上 野 基 康 ㊞
監査役（社外監査役） 岡 野 浩 巳 ㊞
監査役 上 田 正 次 ㊞
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表４

JR山陽本線「広島駅」下車 広島電鉄「広島駅」下車
新幹線口（北口） 徒歩3分 徒歩6分

光町2丁目

若草町西

若草町中

新幹線口

新幹線口東

駅西高架北

二葉の里3丁目

栄橋東詰

TKPガーデンシティPREMIUM広島駅前

もみじ銀行
広島光町支店

ローソン

マックスバリュ
エクスプレス

シェラトン
ホテル広島

ホテル
グランヴィア

広島

ヴィアイン
広島新幹線口

ゆめマート
二葉の里

東横INN
広島駅
新幹線口

広島JPビル
郵便局

北口

広島駅前
グリーンホテル

アパホテル
広島駅前

ホテル
JALシティ広島

駅南口第3駐輪場前

二葉通り

JR
広島病院

TKPガーデンシティ
PREMIUM 広島駅北口

～2025年まで改修工事中

広島

猿
　猴
　川

株主総会会場ご案内図

◇会場

広島県広島市東区二葉の里三丁目5番7号　GRANODE広島3階
TKPガーデンシティPREMIUM広島駅北口　ホール3B

※交差点まで進んでいただきますと正面入口がございます。こちらからお入りいただき、エレベーターで3階までお越し
ください。手前入口のエスカレーターでは3階まで上がれませんので、ご注意ください。

◇交通のご案内

※駐車場の用意はいたしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。
※株主総会ご来場の株主様へのお土産は用意しておりません。何卒ご理解いただきますようお願い申しあげます。


